
表紙で２をチェックされた場合のみ、該当箇所にチェックしてください。

工事種別

総工事費

工事種別

総工事費

（注）総工事費とは、請負契約額（消費税相当額を含む。）と無償支給材料評価額の合計額をいう。

　　掛金収納書添付

舗装

土木

住宅・同設備 非住宅・同設備

建築 設備

□　　　3.5/1000

□　　　3.3/1000

□　　　2.9/1000

□　　　2.3/1000

1,000～9,999千円

10,000～49,999千円

50,000～99,999千円

100,000～499,999千円

500,000千円以上

□　　　3.5/1000

□　　　3.2/1000

□　　　2.8/1000

□　　　2.1/1000

□　　　1.6/1000

橋梁等 浚渫・埋立 その他の土木

□　　　3.7/1000

□　　　2.8/1000

□　　　2.7/1000

□　　　1.9/1000

□　　　4.1/1000

□　　　3.6/1000

□　　　3.1/1000

□　　　2.3/1000

□　　　1.8/1000

屋外の電気等 機械器具設置

□　　　1.7/1000□　　　1.7/1000

1,000～9,999千円 □　　　4.8/1000 □　　　3.2/1000 □　　　2.9/1000 □　　　2.2/1000

10,000～49,999千円 □　　　2.9/1000 □　　　3.0/1000 □　　　2.1/1000 □　　　1.7/1000

□　　　1.4/100050,000～99,999千円 □　　　2.7/1000 □　　　2.5/1000 □　　　1.8/1000

100,000～499,999千円□　　　2.2/1000 □　　　2.1/1000 □　　　1.4/1000 □　　　1.1/1000

500,000千円以上 □　　　2.0/1000 □　　　1.8/1000 □　　　1.1/1000 □　　　1.1/1000



伊丹市自動車運送事業管理者　様

受注者

住所

氏名 印

　　建設業退職金共済組合証紙の購入額を下記のとおり報告します。

工　事　名

契約年月日

下記のいずれかにチェックをしてください。

□　１．上記工事で加入従業員数と当該加入従業員の就労日数に応じた証紙を購入しました。

必 要 印 紙 の 額

購  入  済  の  額

今 回 購 入 の 額

(注）公共工事では、設計金額に建退共制度の掛金相当額が含まれていますので、工事を受注した事業

者は当該工事に必要な共済証紙を金融機関で購入し、金融機関が発行する掛金収納書を契約締結後

１ヵ月以内に（請負代金増額変更の場合は工事完成時にも）監督員に提出してください。

建設業退職金共済組合証紙購入報告書

　　　この場合、下請業者も含めて加入従業員数と当該加入従業員の就労日数の確認できる資料

　　 を添付してください。

□　１．建設業退職金共済事業本部発行「建設業退職金共済制度事務処理の手引き」中、

　　　［共済証紙購入の考え方］において労働者加入率を７０％とした場合を引用し購入

　　　しました。この場合、裏面表の当該箇所のチェックしてください。

平成　　年　　　月　　日

契　約　額


